
（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

年 月 日

検討中 ○
　佐賀県水道ビジョン圏域会議（佐賀松浦
広域圏）における経営効率化の協議の中
で、水道事業の広域化（統合等）について
検討を行っている。

水道事業については、規模の経済性（スケールメリット）が存在すると考えられ
る。地理的条件から事業規模の拡大がマイナスになる場合もあるのでハード面だ
けでなく経営管理等のソフト面の統合化に重点を置く広域化を検討すべき。施設
の管理業務の地域内一括委託、施設台帳等のソフトウェア共同使用、水道事業体
職員の共同利用などが課題となる
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民営化・
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包括的
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地方独立行政法
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団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

有田町 水道事業 上水道事業

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

平成32年度まで新規工事（管渠・処理施設）が行われる予定のため、検討の結果現行の
体制を継続することが望ましいと判断したため

業務の見直しや事業費の抑制など一層の経費削減に努め、効率的な事業
運営をめざす

○

その他の
民間活用指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

現行の経営
体制を継続

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

有田町 下水道事業 公共下水道事業

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

　浄化槽事業についていまだ建設途中であるため設置基数等が確定していない。
そのため現在維持管理費等の見直し等は検討していない。

　浄化槽事業において各戸設置事業であるため広域化等は難しいと考えて
いる。

○

その他の
民間活用指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

現行の経営
体制を継続

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

有田町 下水道事業 浄化槽整備推進事業

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

検討の結果、施設維持管理費の削減に取り組む。 経費削減のため、電力の民間活用を行う。

○

その他の
民間活用指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

現行の経営
体制を継続

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

有田町 下水道事業 農業集落排水事業

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

　現行の体制で健全な運営が行えているため 　特になし

○

その他の
民間活用指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

現行の経営
体制を継続

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

有田町 宅地造成事業 黒牟田宅地分譲事業

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

　現行の体制で健全な運営が行えているため 　特になし

○

その他の
民間活用指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

現行の経営
体制を継続

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

有田町 宅地造成事業 有田南部工業団地造成事業

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性


